
第１回　大阪府耐震改修促進計画審議会　議事要旨
■ 開催日時　平成27年6月16日（火） 10時00分 ～ 正午
■ 開催場所　大阪府咲州庁舎　18階会議室
■ 出席者委員
室﨑会長、澤木会長代理、大石委員、近藤委員、山鹿委員、横田委員
（1）大阪府における今後の住宅・建築物の耐震改修促進政策のあり方について【諮問】

（2）会議の公開、非公開についての決定
(事務局)

・今回の審議会は事務局が大阪府の情報公開条例に基づき、公開とした。
・今後の審議会の公開と傍聴手続きについて、最初に議論していただきたい。

(委員)

府民の皆さんに耐震化の必要性、方向について知っていただきたい思いがある。基本的には大阪府の情報公開条例に基づき、公開とし、個人情報に関わる部分については、事務局の判断に一任したいがよろしいか。
―――全委員異議なし―――

（3）耐震化率の目標達成状況〜課題について
(委員)
耐震改修の数値については、耐震化率だけでとらえるのではなく、地盤の揺れやすさなども考慮しつつ、どういった地区の耐震化を優先すべきかなど、考えていった方がいいと思う。それと、戸建て住宅に関して、定額による補助が27年度まで続いていることが、一定の改修につながっており、有効であるという説明があったが、そうであれば、28年度以降も続けていかなければ、戸建て住宅の耐震改修は進んでいかないのではないか。できれば28年度以降もさらに増額して、例えば100万円ぐらいの補助をするということが出来ればなおいいかと思う。

特定建築物についても、耐震診断に対して補助制度が導入されているが、耐震設計や耐震改修についても補助制度を導入して、耐震改修が進むような方向にもっていくべきではないかと思う。ホテルやオフィスビル等が含まれている特定建築物について、どうしても耐震改修工事をしようと思うと、一旦営業を停止する事態もありうる。現在Is値0.6を耐震改修の目標としているが、営業の継続が可能な範囲で、現状より少しだけでもIs値があがればいいというような耐震改修を認めていくことがよいのではないか。

沿道建築物については、耐震設計や耐震改修に対する補助はあるが、所有者の負担が大きい。所有者の負担は、出来れば3分の１程度に抑えるべきであると思う。沿道建築物については、道路閉塞する方向のみを耐震改修をするということも認めていけばいいのではないか。

全般におけることだが、現在の耐震性の不足ということは、建物の所有者の維持管理の努力不足ということではなく、法改正により耐震性が不足した状況。法改正について、もう少し国が責任を持つべきであり、もっと国が負担率を上げて補助を出さないと、うまくいかないのではないか。
(委員)
一番目は、耐震化率について、一律的な数値目標でいいのかという議論で、個別の地盤等も考慮して、優先的にすべきところ、そうでないところを区分けしながら、具体的な目標達成を目指すべきではないかという点。次には、所有者の経済的な負担について、もう少し国の補助率をあげる。また、耐震設計や耐震改修にも補助が出るようにするなど、財政的な援助の仕組みを考えないと耐震化は進まないだろうという点。耐震改修、耐震補強のやり方、目標の考え方についての技術的な意見で、特定建築物であれば、必ずしも完全な耐震化というのではなく、部分的な耐震性の向上も認めていくべきという意見。これは一般の住宅にも同じ議論があるかもしれない。沿道建築物についても、倒れ込まないようにする改修と、完全改修は技術的に異なる。それには技術の開発も必要かもしれない。今後の意見交換が重要と思う。
(委員)
木造の戸建住宅の耐震診断について。昔、仙台市で診断と設計と見積のパッケージ診断を実施していた。通常、耐震診断だけだと、２～３割しか改修にいたらないが、仙台市では、4割強の改修にいたっている。それを大阪市が取り入れ、パッケージ診断をした場合、約5割が改修につながっている。ぜひパッケージ化を検討していただきたい。神戸市でもパッケージ化をして、耐震化を促進している。

昭和56年の要件の撤廃。阪神淡路大震災では、昭和56年以降に建築された建物も約2割が全半壊している。LSOの耐震診断でも昭和56年以降の建物でも、ほとんど評点も0.5を割っている。ぜひ昭和56年以降の建物も補助対象にできたらいいと思う。

また阪神淡路大震災で、半壊や一部損壊と認定されたものは、次の地震が来たときが危険。それについても補助対象にしていけたらいいと思う。
伝統工法の住宅については、立派な材木を使っており、長く残していくべき住宅が多い。しかし伝統工法住宅の耐震診断については、限界体力計算でなければ出来ない。20〜30万と費用も掛かる。京都市では京町屋の限界体力計算に、20万ほどの補助をつけているため、自己負担が2万円くらいで診断できるはず。そういうものも今後検討して行けばどうか。
また改修の補助額については、高齢化が進む中、所有者の費用負担が大きくなるので、増額が必要。兵庫・京都等とくらべて低いように思う。ひとまず100万円ぐらいを目標にしてはどうか。
広報について、アンケートで4割が補助を知らないとでている。しかし、前もってチラシを配布した上で、アンケートを実施していることから、実際自治会など訪問して得た感触では、６～７割が知らない補助制度である。
最後に「まちまる」については、業者の信頼性、レベルアップが必要だと痛感している。できれば各業者が「まちまる」事業をするのではなく、法人格を持った建築関連団体が責任を持ち、その中で「まちまる」の業者を仕切る形にしないと、責任の所在で大阪府の負担が大きくなる。
(委員)
要約すると、ひとつ目に、パッケージ型の補助制度は、お客さんを逃がさないということで、成果につながっているのであれば、進めていく必要がある。他の市町村でいい事例があれば、研究してどんどん取り入れていくべきである。その一例としてパッケージ型は非常に重要である。二つ目は、本当に耐震化が必要な住宅をどう判断するのかという問題がある。昭和56年以前として線引きしているが、それからもう30年以上経過しており、老朽化により耐震性に問題がある住宅も増えている。そこをどう拾っていくのかが、非常に難しい問題である。昭和56年以降の建物でも危険なところは、補助すればいいという点について、国による法改正の責任は国がとって面倒見るべきという、委員の発言があったが、では56年以降にきちんと造られたものが、所有者のメンテナンスの問題で老朽化し、危険建物になった場合も国が面倒を見るのかという問題が出て来る。確かに、56年以降の建物でも危険なものがあり、地震が起きて死んでしまう人をいかに救うかと言うことが問題である。しかし耐震診断の対象が非常に拡大するため、56年以降の建物について、どう診断・特定するのか、制度設計が必要となる。
(委員)
昭和56年に建築基準法の改正があって、壁の必要量が変わった。しかし阪神淡路大震災で、56年以降の建物(新築住宅も)も倒壊したという事実から、平成12年の改正で壁の量だけでなく、配置バランスが規定された。今の耐震診断は、それに基づいて実施しており、平成12年以前の建物には耐震性がないと私たちは考えている。中古住宅を買ったとき、耐震適合証明書というのがついてくるが、平成７年以前の家については、耐震診断を実施して改修すれば、税の控除や優遇もある。また国の長期優良住宅リフォーム推進事業では、平成12年以前の建物のリフォームで評点1.0を超えれば、100万円の補助を実施している。もし、補助金がもらえなくても、そこの啓蒙・啓発活動は必要と感じている。
(委員)
そのほか、広報の問題や「まちまる」の話があったが、私は「まちまる」は非常にいい制度だと思ったが、期待したほど伸びていない。個々の建て替えだけでなく、コミュニティの形成とか、まちづくりと一体化して取り組まないと動かない点、かつ地元業者を活用してゆく点などがいいと思った。業者の能力とか信頼性とか、担い手の問題、コミュニティ活動とどうかかわって一緒に取り組んでゆくのかとか、もう少し掘り下げて検証して、次につなげていく必要がある。
 (委員）

この審議会で議論を進めていく前提として、耐震化率という言葉を使った議論は避けた方がいい。というのは先程の事務局の報告の通り、耐震改修が進んで、耐震化率が上がっているのではないためです。建て替え、新築のフロー、除却、スクラップなど方法対策別で議論していったほうがいいと感じる。住み替えも、住まい手の立場からみると、耐震化率を上げる有効な策となる。先日、大都市部からの高齢者の地方移住促進について、政府の方針が出された。また、空き家対策特別措置法も施行された。これにより耐震化率が上がることは間違いないが、これは罰則をつくることによる誘導で、これだけでは限界がある。高齢者が住み慣れた場所から、地方に移住していくというのは一つの選択肢であるかもしれないが、住み慣れた場所で住み続けたい高齢者も多い。多様な住まい手のイメージをもった、多様な施策を進めていく必要がある。建て替えや除却を進めるという、量だけの議論となるのは避けなければならないと思う。
事務局から、民間住宅の計画的な耐震化には強制力がないので難しいという報告があった。「難しい」という表現が気になった。行政が書くと、あきらめに見える。容易ではなく困難ではあるが、「難しい」と言う書き方でなく、もう少し違う表現がないのか。
(委員)
最初の話で私も感じていることだが、全国の耐震化率は80％といえば非常に高く見えるが、実際には新築マンションが増えているだけで、危険な住宅が減っているわけではない。耐震化率だけ議論すると、本当に耐震化が必要な建物が見えて来ない。大阪府は古い長屋をたくさん抱えているので大変。地方都市で、新築マンションがどんどん建っているところは、耐震化率は自動的に上がる。逆に京都などのように、古くからの人が住みついている、いい町が残っているところは、変化しないので耐震化率はあがらない。住み替えでも、集合住宅へ移住したことで危険な家に住むことがなくなったというのは、一つの成果で、それも耐震化といえる。耐震化については、古い長屋を耐震補強するという耐震改修や新築だけで無く、高齢者のためのシルバーハウジングを用意するというような、住み替えなども含めて多様な方法により、根本から考え直した方がいいという意見であった。「行政のあきらめ」という点については、努力した人が報われ、努力しなければペナルティを受けるという様な、実質的な義務づけのような、自由経済のシステムをうまく運用しながら、民間住宅の耐震化を引き出す仕組み作りが必要。例えば、建て替えしたら、固定資産税を減らすとか、地震保険の料率を半分にするとか、いざ地震が来たときに、耐震化した人には200万プラスで補助するとか、やはり経済性を考慮する必要がある。
(委員)
皆さんと感じたところはだいたい同じ。統計上の数値から計算で出て来る、耐震化率をどうとらえるのか。委員の言う通り、ここは無視するというのも一つの選択肢。府のほうでそれを無視できないのであれば、どう解釈していくかを、この審議会で議論したらいいと思う。

経済学の視点で言うと、先ほど委員のお話にあった経済的インセンティブ（動機付け）がある。事務局の資料からは、住んでいる人がみえてこない。一部、世帯主の年齢とかもでてきているが。耐震化したい住宅に誰が、どのような年齢層、家族構成の人達が住んでいるのかを把握しないと、たとえ一律で100万円補助したとしても、耐震化は進まない。例えば高齢者が、100万の補助を受けても、あと500万を自己負担して耐震化するかというと現実には難しい。

もう一つには、空間的な把握も必要ということ。沿道で、ぽつんぽつんと離れているのか、密集して建っているのか、そういう把握も必要である。空間の集積状況を把握できると、他の施策との連携も考えられる。

また、自治体で広報活動を熱心に実施しているということだったが、広報活動の効果について、見直してもいいと思う。

補助率や補助金がいくらというよりも、あとこれだけかかるという、レベルごとのサンプルのようなものがあって、それが建て替えや改修を行うことにより、これだけ魅力的なものになるという、マーケティング的な要素が耐震改修には欠けている。実際、家を建てるとか建て替えるという話は、明るい楽しい話。耐震改修もそれと似たような話なので、魅力的なマーケティング戦略が必要ではないだろうか。
(委員)
ご指摘の通りだと思う。特に誰が住んでいるかということについては、高齢社会の中で、80歳の人に、500万出せと言っているようなもので、耐震化が進むはずはない。まさに社会福祉や高齢者問題と一体的して進めていかなければならない。もう一つは空間的な散らばりを把握し、集積地であれば、再開発事業とか区画整理とか他の事業と一体化した方がうまく進む場合がある。それもおっしゃる通りである。マーケティングについては、行政は下手で、魅力を感じないから、皆関心をもっていないということだと思う。家がリニューアルによって綺麗になって、しかも安全になる、それが一体的に出来るという様な魅力があるが、そこのマーケティングが弱い。
(委員)
今ちょうど、府の住宅まちづくり審議会の委員もしており、住宅まちづくりマスタープランの見直しも始まっている。府の資料は、耐震化率90％の数値目標にこだわったつくり方をしているが、いろんなところで、住宅まちづくり政策とリンクしていると感じた。
委員のおっしゃった地域特性を見ていくという点について、どう考えるのか興味がある。今のプランでも戸建て住宅地域とか木造住宅密集地域といった市街地分類を作っており、それぞれのデータもお持ちだと思うので、そういった分析を提示していただきたい。どういう地域で、どういう居住者層で、どういう所有関係で、どういう構造の住宅が、どこに集積していて、どこが重点的に耐震化施策を進めなければならない地域なのかと。地理的分布が見えてきて、重点的に施策をいれていく、そういう効率性のある施策が打てればいいと思う。やはり、耐震化の進まないところは、高齢者が住むところであり、構造は昔のインナーシティ問題と同じだと感じている。移住できない人たちがそこに取り残されていき、そこで衰退がおきる。
委員がおっしゃったように、耐震化率の数値ではなく、危険なところが本当に減っているのかどうかをきちんと見ていかないと、政策の効果は上がらない。そういった視点が一番重要ではないか。

広報に関連しては、委員の紹介したパッケージ化は非常にいいと思うが、まずは耐震診断を受けようという、入り口までのハードルが高くなる。特にお年寄りなどに対して、この診断の入り口に入っていく部分を下げていく必要がある。例えば、完全改修でなくても、最低限の命を守るだけの簡易改修とか、(沿道方向の)一部だけやる改修など、このくらいのお金でこれくらいのことができるようになるといった提示があるといい。マーケティングの発想でもあると思うが、まずはターゲットを設定し、診断してもらう。そうしてその人たちにどうしたら改修へのルートに向かっていってもらえるか、２段階で考える。

「まちまる」について。私は堺市の中区や北区で十数年前から、自治会をベースとしたまちづくりに取り組んできた。両方とも、各校区でいろんなテーマを決めながら進めて行ったが、どちらも防災がテーマにあがった。中区では90くらいの自治会が参加して、実際まちを歩いて手作りで防災マップを作成するにいたった。その中で市でも、自治防災組織をしっかりと作って行く方向になっている。地域で防災に関心が高い方は、こういうところに呼びやすいと思うので、地域のまちづくり活動と耐震化施策が連動出来ればいいと思う。中区は、「人と未来防災センター」へ見学に行き、実際の災害体験を語り部の方から聞いたことが防災意識を高めるきっかけとなった。こういうことも施策として計画できるのではないか。
(委員)
ひとつ目は、具体的に、どこに耐震化が必要な住宅があるのかを把握すること。その地域ごとの特徴を把握する、個別具体的なエリアスタディが必要ではないだろうか。例えば、耐震化率の低い、古い戦前からの共同住宅の多い長屋地区など、なかなか見えてこないところについて、どう考えていくのか。また「まちまる」もコンサルタントやアドバイザーなどを入れて、まちづくりとして進めて行く。最初から耐震化に入るよりも、まずは防災から入って、最終的に出口のところで耐震化につなげるというという発想が必要かもしれない。
(委員)
１－３の耐震化率の考え方の戸数について、ここでは空き家は除かれていると考えていいのか。
　（事務局）

空き家は除いている。
(委員)
現在、全国の空き家率は13.5%。住宅団地で空き家が増えていて、そのほとんどが昭和56年以前の建物である。空き家対策として、それをどうしていくのか、まちをどうして活性化していくのかが課題。その中でこういう補助金が使えればいいのだが、そこが難しい。施策ができあがった後で、空き家の流通の活性化とリンクできるような仕組みができれば、耐震化ももっと進むと考える。
(委員)
空き家の活性化と中古市場の流通活性化は共通していて、その中でうまく耐震化を進める仕組みを入れていくということ。委員の意見は一通り出たが、行政側から何か意見はないか。
(事務局)
多くの参考となるご意見をいただき、ありがとうございます。
先ほど「難しい」という言葉を使うなという意見もあったが。耐震化率だけに着目していると、中々進んでいないという現状の中で、率だけをもって仕事をしていないと評価されるのは理不尽だし、悲しい。今日のご意見の中では、耐震化率の数値目標はやめてはどうかという、極論も出た。行政として、全国的に定める目標を全く「なし」とすることは出来ないが、改修という施策だけにとらわれずに、建て替えや住み替え、あるいは移住といったいろんな府が進める施策を組み合わせて、耐震化を進めていくという共通認識が得られたのは、非常に心強い。次回までに、目標値そのものをやめるのか、やめないまでもいろんな施策の組み合わせわざでの耐震化を考えるのか、事務局で悩んで見たい。
またアプローチの仕方について、数値だけでなく、「地区を見て」という考え方が出た。密集事業の担当課長もしているが、実際地区についてはよくわかっていないので、確かにそうであると思った。但し、データがすべてそろっているわけではないので、どこまで出来るかわからないが、地区別の状況を感知しながら、力を入れていくべきところの分析は、次の審議会までに一工夫してみたいと思う。
(委員)
最初の数値目標のところについて、２－３の大阪府の補助件数、502件の改修件数はすごいと思う。大きいのは補助金額のシステムを定額補助に変えたことの反映であろう。しかし愛知県の641件や、静岡県の1,000件と比べると、状況の違いはあるかもしれないが、負けている。まだまだ努力が足りないのかも知れない。耐震化すべき絶対数が何件あるのか。その絶対値に対する目標の達成の仕方を考えないといけない。個人的には、そもそも出来もしないような目標を立てているように思う。そうなると、目標の追求が曖昧になる。そうではなく、出来る目標をきちんと立てて、例えば極端にいうと、「この家とこの家は絶対に耐震化する」というようなものでないといけない。または、１万戸あるうちの、まずは3,000戸の耐震化をするという、段階目標を立てる。国の目標ではなく、大阪府独自の目標を別に設定すべき。
基本は府民の命を守るということ。達成感を持って耐震化を進めるような、目標の立て方について、事務局で検討していただきたい。
(事務局)
参考となるアドバイスをいただきありがとうございます。
全国的な数値目標は無視できないが、府民が皆で目指す大きな目標を掲げながら、具体的にここまで進めるというような、2段階の目標設定も考えていきたい。
(委員)
４－４について質問。耐震診断改修の状況について、法施行以前の数値が大きいが、どういった趣旨での説明か。またいつの時期についてのことか。
(事務局)
診断済み件数について、診断対象の全体422件に対して、通知文を送った中で、すでに耐震診断を行っているという回答が、法施行以前で91件あった。診断の時期については分からない。耐震診断の義務化路線が資料４－２にあるが、新御堂筋といった大きな道が義務化路線に指定されており、その沿道に建つ大企業などで積極的に実施されているのかと思う。
(委員)
耐震診断するとか免震構造の住宅が売れるのは、大きな震災の直後である。愛知とか静岡とか、リスクにどれだけさらされているか、危機感を持っているかどうかという、地域住民の意識の違いが影響しているのではないだろうか。そのあたりをうまく利用していけないか。
(委員)
３章で、特定耐震既存不適格建築物についてまとめてあるが、コメントの表記に違和感がある。３－５の表をみると、診断していない建物がたくさんあるのだが、診断したものは半分以上で耐震性がある状況。４章の沿道建築物(これは一般建築物であるが)との比較で見たほうがいいのではないか。特定建築物について、病院や物販などたくさんの人が集まるもので、まだ未診断の建物が多い。このあたりはしっかり進めていかないと、いざ災害が起きたときに被害が大きい。ただ、事業を継続しながらの建て替えが非常に難しいのはよくわかっている。かなりのお金がかかる。これについて、特定のなかでも特に重要なものには、耐震診断だけでなく設計とか改修にも手厚く補助をつけていくことが求められるのかもしれない。
吹田の操車場跡地での国立循環器病センター、市民病院の移転工事をやっており、苦労されている。病院については最新設備の導入や、エネルギーもたくさん使うので省エネの設備を入れるなど、耐震化も含め近代化、スマート化の時期に来ていると思う。病院に対しては、民間も含め、新しく安全なものに建て替わるように、重点的に補助があればいいと思う。
(委員)
今の意見は、病院や学校など公共性の高いものは優先度、補助率をあげるという発想。沿道建築物もそうで、住んでいる人が得するというよりも、耐震化により府民全体の安全度が高まる。改修が出来ない理由は2,3あると思う。一つは経営者の意識が低い、経済性優先で防災意識が低いということもある。二つ目には、5年後10年後に移転や建て替え計画があるので、その時にやってしまおうという考えで、これが結構多い。そのほか、営業をやめることが出来ないとか、補修できない特殊な事情があるなど、そうした原因にさかのぼり、きちんと見極めなければならない。前者に対しては、罰則でしばるのではなく、耐震性のある建物に対して、大阪府公認マークをはってやるとか、高い評価をすることで、経済性につながるインセンティブになるかもしれない。学校の耐震化が進んだことには、安心している。これは文科省の予算が付いたからで、公共建築物の耐震化についてはきちんと補助金が付けば耐震化は進む。
次回は、今日、一通り出して頂いた意見について整理し、論点を絞って検討していきたい。
（4）今後のスケジュール案について
・今後のスケジュールについて事務局案を説明。
―――反対意見無し―――
３　閉会
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